
北総線の運賃値下げに係る合意書

千葉県、市川市、船橋市、松戸市:鎌ケ谷市、甲酉市、自井市、

印藩村及が本埜村 (黙下、「自治体」という。)並びに京成電鉄株式

会社及び北総輝 株式会社は、北総線の輝1無値下げについて、下記

のとおり合意する。         ‐

平成 21年 ■1月 30日

千葉県知事 森 田

FJll市長 千葉

船橋市長

、松戸市長
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印西市長

自井市長

印膳村長

本埜村長

京成電鉄株式会社
代表取締役社長

北総鉄道株式会社
代表取締役社長
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1.自治体の支援は、補助金とし、5年間にわたり3億円/年を
支出する。北総鉄道株式会社は5年間にわたり、成田新高速鉄道
の運行によって初めて発生する北総線区間内 (京成高砂ャ印藩
日本医大聞)の純増収入分2. |億円及び自助努力分0` 5億円
の計3億円/年を拠出するb
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また、京成電鉄株う会社iキ成田新高速鉄道の運行に伴い、北総

鉄道株式会社に対し適正な輝路使用料を支払う。

なお、初年度の負担方法や各年の支払方法については、llj途

協議する。
.

2:上記6億円を原資として、北総鉄道株式会社は、下記のとおり

運賃値下げを成田新高速鉄道開業時に行うこととする,

(■ )普通運賃5°/●申値下げ (△ 10円～△40円 )

(2)通学帥 運賃2息・/o値下げ (全線に、現行2市 2村並みイヒ)

(3)溝勤定期運賃1%強値下げ

以上、平均して概■4.6%の値下,げとなる。

3.上記2こ の運賃値下げを実施するにあたり、下記の事項を前提

とメする。

(1)千葉県は(平成 13年の再建支援者間合意の完全履行を初

めとして、北総飲道株式会l■の経営の安定化 ,安定的輸送

サ‐ビスの継続のために必要となる支援を行うこと。

(2)自治体は連携し、北総線のfll用者の増カロを図るため、利用

保進のための協議今 (tiL域公共交通の活性化及び再生に関す

る法律 (平成19年法律第5'9号)に基づく活性イヒ協議会を

含む。)の設置を通じて、まちづくり・賑わいの第1出 .、 若午層

の地域離れの抑制、高齢者の鉄道利用促進等の施策を講じる

こと。

4.北総線の運賃値下げに係:る 現行の支援期間が終了する平成27

年度以降における、本合意書に関する事項については、北総鉄道

の経営状況を勘案し、安定的な運賃体系が維持できるよう、関係

者間で協議するものとする。
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5。 関係者は、本合意書に関する事項の実施に関し、必要に応じ

協議を行 うものとする。

6。 その他の細目については、別途関係者が協議して定めるものと

する。

北総線の運賃値下げについて、以上のとおり関係者間で合意され

たことを確認する。

また、 3。 (2)に より、行われる北総線の利用促進策について、

国も可能な範囲で支援する。

国土交通省鉄道局長 本田



北総線の運賃値下げに係る確認書

平成 21年 11月130日 付け北総線の運賃値下げに係る合意書
(以下、「合意書」という。)の締結に当たり、下講のとおり確認

する。

記

1..千葉県は合意書 11における自治体の支援について、確実な
実施のために支障のないよう責任を持って対処すること。

21合意書

`「

については、「安定的な運賃を維持する必要は認識し
つっも、平成27年度以降の補助金の支出を現時点で確約するこ
とはできない。」との千葉県の立場を踏まえた表■となっているが、
鉄道事業者としては「平成27年度以降の取扱いにっいでは運賃
値下げの継続は補助金の支給継続が前提である。」との立場にある
ことを1共通の認識とすること。

平成21年 11月 30日

千葉県総合企画部長   小川 .雅

京成電鉄株式会社
専務取締役

北総雄 株式会社
代表取rif役社長

以上の内容について、確認する。

国土交通省鉄道局都市鉄道課長 米 国


